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第９章 良好な景観形成のための行為の制限 

  

 景観計画では、景観計画区域内（市内全域）の景観形成の方針を定めその方針に沿って、地域の景

観を守り、作り、育てていくために建築物、開発などの届出対象ごとに必要な行為の制限を定めて、

次の行為をしようとする者は景観行政団体の長に届け出ることになっています。 

 

９－１ 届出対象となる行為等（景観法第 17 条第１項関係） 
 

景観法第 17条第 1 項に基づく特定届出対象行為は、建築物及び開発行為とします。 

 

９－２ 建築物（景観法第 16 条第１項第１号関係） 

 

（１）届出対象 

    住居系の用途地域に建築する１０ｍを超える中高層の建築物とします。※１ 

中高層の建築物は戸建て住宅に比べて高さがあり、外壁の表面積も大きくなる分、周辺の景観

に与える影響は少なくありません。 

建築物の届出対象は、景観計画区域全体のうち住居系用途地域周辺とし、戸建て住宅との調

和に配慮した良好な住環境を形成するため、建築物等の形態および色彩その他の意匠の制限を

以下のとおり定めます。 

 ※１ただし、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 建築物の届出対象区域図（住居系用途地域の赤枠内）  

行   為 対 象 規 模 

建築物の新築又は移転 住居系の用途地域における高さ 10ｍ超（多賀城市中高層建

築物の建築に関する指導要綱の中高層建築物）※１ 

建築物の増築若しくは改築、外観を変

更することとなる修繕若しくは模様替

え又は色彩の変更 

住居系の用途地域における上記の規模を超える建築物にお

いて、行為に係る建築面積が 10㎡超 
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（２）建築物の景観形成基準 

 

行為 種 類 基   準 

建築物

の新築

又は移

転等 

配置、規模 
 良好な周辺景観との調和に配慮した配置、規模とし、特に建築物の向
きについて配慮します。 

 地域の個性に留意し、地域全体としての調和を乱さないように配慮し
ます。 

 敷地内に複数の建築物を設ける場合は、相互に調和したものとなるよ
うに配慮します。 

高さ 
 周辺に史跡や歴史的風致形成建造物等がある場合は、突出した高さと
ならないように配慮します。 

 丘陵地の史跡から見渡せる周辺では、史跡から見下ろす眺望景観を妨
げないように配慮します。 

形態意匠 
 周辺の良好な街なみ景観との調和に配慮した形態及び意匠とします。 
 道路に面する建築物にあっては、歩行者等に圧迫感をもたらさないよ
うに配慮した形態、意匠とします。 

 田園地帯周辺では、田園地帯の集落景観と調和し、違和感のない形
態、意匠とします。 

 色彩 
 派手な色彩は避け、周辺の環境や隣接建築物等に調和した色彩としま
す。 

 外壁の基調色は主として低彩度の色彩とし、住居系用途地域（準住居
地域を除く）では、以下に示す色相に対応したマンセル値の彩度の範
囲とします。 

 ただし、複数の色彩やアクセント色を用いる場合は、相互に調和し
て、周囲と違和感のない色彩とします。 

 

色相 彩度 

５Ｒ～５Ｙ ４以下 

その他 ２以下 
 

素材 
 周辺の良好な景観との調和に配慮した素材を用いることとし、周囲と
異なる素材を用いる場合は、使用する位置や使用する割合に配慮しま
す。 

緑化  
 できるだけ周囲にある既存樹木等の保全に努め、緑化に努めます。 
 道路に面する部分では、できるだけ樹木や連続した低木などを配置し
て緑化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 マンセル値による色相区分  
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図 マンセル値による彩度の基準  
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９－３ 開発行為（景観法第 16 条第１項第３号関係） 

（３）届出対象（法第 16 条第１項第３号） 

建築物の建築等に至る前の段階、すなわち開発行為の段階からも良好な景観の形成のための

必要な規制をおこなうため、土地の区画形質の基準として植栽や擁壁の構造等の基準を以下の

とおり定めます。 

 

行   為 対 象 規 模 

開発行為 開発行為の面積≧1,000㎡※ 

※ただし、市街化調整区域の開発行為は 20ha以上 

（４）景観形成基準 

 

行為 種 類 基   準 

開発行為 配置、規模 
 良好な周辺の景観との調和に配慮した配置、規模とし、特に周囲か
らの眺望に配慮します。 

形態意匠 
 擁壁等の構造物については、周辺の街なみ景観との調和に配慮した
圧迫感のない規模、形態及び意匠とします。 

 歴史的街なみ景観が残る地域やその周辺では、できるだけ周囲の景
観と調和した形態意匠とします。 

 田園地帯や丘陵地周辺では、田園地帯の集落景観と調和し、違和感
のない形態、意匠とします。 

 素材 
 周辺の良好な景観との調和に配慮した素材を用いることとし、周囲
の景観から突出したものとならないように配慮します。 

緑化  
 できるだけ周囲にある既存樹木等の保全に努め、緑化に努めます。 
 道路に面する部分では、できるだけ樹木や連続した低木などを配置
して緑化に努めます。 

 事業区域面積が 3,000 ㎡以上となる場合は、事業区域面積の３％以
上、かつ居住人口２㎡／人以上となる公園を整備し、その緑化に努
めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 開発行為の届出対象区域図（市街化区域、市街化調整区域）


